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１．はじめに
　本稿の目的は，中国における日中合弁企業DQA社のDQAM工場におけるトヨタ生産システムの導
入実態を示すことにある。DQA社は中国の代表的な自動車メーカーであるDQ社と日本の代表的な自
動車メーカーであるA社の合弁企業であり，DQAM工場は同社のメイン工場である。
　A社は世界トップクラスの自動車メーカーであり，同社の海外進出に伴って，海外工場においてト
ヨタ生産システムの導入を進めている。このA社の中国進出に関する先行研究には，競争戦略の視点
からDQA社の組織間システムと他の中国自動車メーカーのシステムを比較研究した朴泰勲（2007），
A社の中国戦略の観点からDQA社を研究した史永賢（2011），A社の中国進出戦略の視点からDQA社
の設立を研究した曲興海（2009）があるが，いずれもDQA社の生産システムを研究していない。また，
『中国の自動車産業』（山崎，2010）の第３章がDQA社の生産システムに言及しているものの，実態
に関する詳細な研究とは言えない。したがって，本稿がDQA社のDQAM工場におけるトヨタ生産シ
ステムの導入実態を具体的に示す初めての研究である。
　日本企業の生産システムの海外工場における展開については，安保他（1991）に代表されるように
日本企業の生産システムの海外工場への適用と，現地の社会・労働文化に適合させるための修正，す
なわち適応という２つの現象が指摘されている１。こうした適用と適応については，第１に日本企業
の生産システムはどのようなものか，また第２にどのような「適応」がなされているのかを当の生産
システムをベンチマークとして研究する必要がある。安保他（1991）は「日本的生産システム」の名
の下に日本企業はすべて同じ生産システムを持つという仮定の下で日本企業に共通すると思われる比
較項目を設定し，生産システムの適用と適応を示そうとした研究であるが，Freyssenet et ali（1998），
Boyer, Freyssenet（2002）が世界の主要な自動車メーカーについて明らかにしているように，生産シ
ステムは日本企業であっても企業毎に異なり，企業特殊といってよい性格を持っている。よって，生
産システムの現地工場における適用と適応を明らかにするためには，まずは特定の生産システムの特
定の工場における導入実態を研究しファクトファインディングする必要があり，ケーススタディー
１　トヨタ自動車のイギリス工場TMUKの元副社長の山本隆彦氏も，2013年10月９日の岡山大学経済学部における講演に
おいて，赴任時には「日本式」が通用せず，まずは英国人が大切にすることを理解し，英国人気質に合致した適応を行っ
てトヨタ生産システムの導入に努めたと語っていた。
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が蓄積されてきている（Boyer et al. 1998, etc）。しかし，発展の著しい中国の自動車産業に関しては，
そのような研究は未だ途についたばかりであり，合弁企業の内部でどのような生産システムが展開さ
れているのかは十分に明らかにされているとは言えない。それゆえに，本稿のように，トヨタ生産シ
ステムという代表的な生産モデルをベンチマークとしてA社の中国における合弁企業への同社生産シ
ステムの導入実態を示すこと自体に，学術的な意義があると思われる。
　なお，本稿の課題を遂行するために，筆者は2009年11月から2010年２月までの約３カ月間に亘って
DQAM工場の契約従業員として生産部門において就業し，配属先の参与観察を行った。筆者が配属
された部門以外の状況については，各生産部門の管理者や生産現場の従業員に対する聞き取り調査を
行い，参与観察を終えた後にも不明事項について電話による聞き取り調査を行った。実際，本稿で使
用するDQA社とそのDQAM工場に関するデータは本稿末に示す参考資料を除いて，すべて筆者の参
与観察と聞き取り調査によって収集したデータである。
　参与観察という研究方法は近年普及し始めているが，筆者のように契約社員として長期に働きなが
ら行うケースは稀であり，期間従業員として働きながら研究した大野（2003）と伊原（2003）が日本
人研究者による代表的な参与観察の先行事例である。しかし，参与観察の持つ問題は，観察者の持つ
特定の視点によって観察内容にバイアスがかかること，および観察対象についての体系的な理解が欠
ける恐れがあることである。よって筆者は主として大野（1978），野村（1993），石田他（1997），小
池他（2001）およびトヨタ自動車元取締役の好川純一氏等の講義２を通じてトヨタ生産システムを理
解し，これをベンチマークとして参与観察等によって得たデータを整理し，客観的にDQAM工場に
おいて展開されている生産システムの実態を説明すべく務めた。
　以上を断ったうえで以下，本稿はまず第２節においてDQ社の概要を紹介し，DQA社の設立に至る
までの経緯を示した後，第３節においてDQAM工場におけるトヨタ生産システムの導入と現状およ
び人材育成を明らかにし，最後に，DQAM工場におけるトヨタ生産システム導入の問題点を指摘す
ることにする。
２．DQA社誕生の経緯
　中国の自動車産業はDQ社の設立以降の60年間において３回に渡る技術移転を経験している。１回
目はDQ社の設立時における旧ソ連からの技術移転であり，DQ社が旧ソ連から生産設備・フォード生
産システム・管理方法等をワンセットで導入した。しかし，当時の国際情勢と中ソ関係の悪化の影響
を受け，DQ社は生産技術や管理方法等を十分に習得することができなかった。２回目の技術移転は
DQ社によるトヨタ生産システムの自主導入の試みであるが，この試みは当時の社会情勢や意識が原
因となって失敗した（李，1996）。３回目の技術移転は1983年に開始された中国政府の「市場換技術
（中国の市場を外国の先進技術と交換する）」戦略がきっかけとなって開始された。多くの中国企業は
外国企業とコンタクトをとり，合弁企業を設立し，DQA社もこの時代背景のもとで誕生した。本稿
２　現トヨタ紡織特別顧問である好川純一氏が中心となって2013年４〜７月に行った岡山大学経済学部・工学部共通講義
「ものづくり経営論」である。
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の研究対象であるDQA社はDQ社とA社の合弁会社であることから，まず，DQA社の設立に至るDQ社
とA社の関係を概観しておこう。
2．1　DQ社とA社
　前述のようにDQ社は中国最初の自動車メーカーであり，「中ソ友好互助同盟条約」に基づく旧ソ連
の中国に対する156項目の支援の中の最大のプロジェクトによって設立された企業である。DQ社は旧
ソ連経由でフォード・システムの導入をはかり，1953年７月15日の設立から３年後の1956年７月15日
に中国最初のトラックをラインオフした。このトラックは技術や資金等の制約から1981年まで大きな
改良も無く生産され続けた。
　1958年５月12日にはDQ社の乗用車生産部門が中国最初の普通乗用車をラインオフし，DQ社は中国
最初の乗用車メーカーとなった。しかし，DQ社が開発した普通乗用車は中国中央政府が期待した国
威を発揚できるような車ではなかった。当時の中国中央政府の要望に応えるために，DQ社は中国最
初の乗用車がラインオフしてからわずか３ヵ月後には中国最初の高級乗用車をラインオフさせた。し
かし，当時のDQ社は同時に２車種の乗用車を生産する力がなかったため，中央政府が好んだ国威を
発揮できる高級乗用車の生産に専念した。DQ社が開発した高級乗用車は中国政府公用車になり，「国
賓用車」や「政治用車」とも呼ばれ，生産開始から生産停止までの約20年間に各車種を合わせて1,500
台余り生産された。この「国賓車」・「政治車」の生産によってDQ社は中国で最も有名な乗用車生産
企業となった。
　生産システムとしては，DQ社のトラック生産部門がフォード・システムを採用していたが，乗用
車生産部門は生産量が極めて少なくフォード・システムによる生産は不可能であった。実際，DQ社
が生産した高級乗用車は主に政治用途に合わせて防弾仕様車や軍事パレード用車等の特殊車両に改造
されたために大量生産ができず，手作り作業に近い状態で生産が行われていた。1978年にはDQ社の
管理職層が日本の自動車産業を視察し，A社を始めとして自動車メーカー各社を訪問し，半年にわたっ
て先進的な生産方法・管理方法を学んだ。訪日代表団がDQ社に戻った後，参考資料や筆記資料など
に基づいてトヨタ生産システムの自主導入を目指し，カンバン方式等の重要な生産管理方法をDQ社
の生産現場に導入した。さらに1981年には，DQ社はトヨタ自動車の大野耐一氏の直接指導を受けた（佐
藤，2011）。その後，DQ社はトランスミッション工場の建設を契機にトヨタ生産システムを全社に導
入しようとしたが，いずれの試みも当時の社会情勢や意識が原因となって失敗した（李，1996）。
　DQ社の危機と転機は改革開放後に訪れた。改革開放初期，日欧米の各メーカーによる中国市場へ
の自動車輸出が容易になり，輸入車の性能やデザインが中国自動車メーカーの製品よりも優れている
ため，完成車の輸入台数が年々増加していった。ところがDQ社が開発した乗用車は生産開始から大
きなデザイン変更や技術革新も無く生産が続けられていた。結局，1980年代に入り，中央政府は競争
力の無いDQ社の乗用車の主力車種の生産停止を命じた。さらに，DQ社の看板商用車であるトラック
も競争力確保のためにフルモデルチェンジしなければならないという苦境に陥った。
　内陸にあるDQ社に比べ，地域的優位性を持っている北京や上海の自動車メーカーは外国メーカー
を積極的に受け入れ，北京自動車はクライスラーと，上海自動車はフォルクスワーゲンおよびGM
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と合弁会社を設立し，輸入車に奪われた国内乗用車市場を奪還しようとした。DQ社も乗用車部門を
再建するためにポルシェに合弁事業を打診したが失敗した。次いで，DQ社はメルセデス・ベンツの
CKD生産を試みたが，必要な投資資金がないために合弁企業の設立を断念した。ところが，フォル
クスワーゲン社の高級車生産部門であるアウディがDQ社に接近し，両社の合弁会社を設立した。
　2012年現在，DQ社はバス・トラックなど商用車以外に，自社ブランドの乗用車を含む多ブランド
の乗用車を生産し，中国３大乗用車メーカーの１社として事業展開している。このDQ社と日本のA
社との合弁企業がDQA社である。
2．2　DQA社の設立
　改革開放初期，中国政府は自動車産業の育成を国家戦略として提唱し，「三大三小二微」政策を打
ち出した。DQA社の起源であるTX社は「三小」企業の１つにあたる。
　1983年には，TX社所在地の地方政府の主導によりTX社が日本の自動車メーカーであるD社の小型
車の生産を決定した。翌1984年にはTX社はD社と契約を結び，TXD社が誕生した（任，2004）。1998
年にD社がA社の連結子会社となったことから，TX社はA社と関係するようになった。2000年にTX社
とA社はTXA社を設立し，TX社の工場の隣にTXA社の工場を作った（この工場が後のDQA社第１工
場である）。ところが2002年にTX社はDQ社に買収され，DQTX社となった。こうしてDQ社とA社の
業務提携が始まった。
　DQA社はDQ社から20％，DQ社のグループ企業から30％，A社から40％，A社の中国現地子会社か
ら10％の出資を得て設立され，2012年現在では，第１工場（第１工場：2000年７月に建設開始し，
2002年10月に完成）と第２（DQAM）工場（A工場は2002年10月に建設開始されて2005年３月に完成し，
次いでB工場が2005年10月に建設開始されて2007年５月に完成した）がある。従業者数は2010年現在
で約12,000人であり，そのうちの約9,000人がDQAM工場に勤務している。
　DQA社のメイン工場であるDQAM工場は現地政府の協力を得て当地の経済技術開発区にある広い
敷地に建設されたが，現地の雇用創出に貢献することを条件に土地使用料については優遇措置がなさ
れている。DQAM工場はプレス工場，ボディ（溶接）工場，塗装工場，組立工場と樹脂成型工場を持ち，
2012年現在で普通乗用車，高級乗用車とSUV車を生産している。　　
　以下では，このDQA社の主力工場であるDQAM工場におけるトヨタ生産システムの導入実態を説
明することにする。
３．トヨタ生産システムの導入と展開
3．1　DQAM工場の概要
　前述のように，DQAM工場は2002年に新たに建設された工場である。2002年10月から建設された
第２工場はDQA社D工場とも呼ばれ，プレス工場，ボディ（溶接）工場，塗装工場，組立工場と樹脂
成型工場で構成されている。第２工場の建設と同時に管理事務棟やテスト走行場などの付属施設も建
設されている。その後，2005年10月からDQA社第３工場の建設が開始された。新設の第３工場は塗
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装工場と組立工場を持っているが，第２工場の組立工程と第３工場の組立工程の生産能力に合わせて，
樹脂成型工場，第３プレス工場と第３ボディ工場を増築し生産能力を増強している。B工場完成後，
DQA社は第２工場と第３工場による並行生産テストや調整などを行い，第２工場と第３工場を合わ
せてDQAM工場と名付られている。
　DQAM工場の建物は中国機械工業第九設計研究院有限公司（以下，九院と略称する）が中心となっ
て設計され，竹中工務店が建設した。九院は自動車工場設計の専門機関として1958年に設立され，現
在はDQ社の子会社となっているが，九院の自動車工場設計能力は中国国内においてトップクラスに
ある。実際，九院は一汽フォルクスワーゲン，一汽轎車，吉利汽車などの自動車工場を設計した経
験を持ち，トヨタの大野耐一氏によるDQ社のライン改造の事例を研究した経験もある。ところが，
DQAM工場の設計はトヨタ生産システムの厳しい基準を満たさなければならないため，DQAM工場
の設計は中国側のエンジニア以外にA社のエンジニアも関わった。特に，DQAM工場のボディ工場
はA社が推進しているグローバルボディラインを採用したためにA社のエンジニアの協力は不可欠で
あった。また，DQAM工場の生産設備はほとんどが日本メーカーの設備であり，設備の設置や調整
などの作業にもA社のエンジニアや設備メーカーのエンジニアが持っている知識と経験を活用するこ
とが非常に重要であった。
　図１が示すように，DQAM工場はプレス工場とボディ（溶接）工場が中央に配置され，プレス工
場とボディ工場の両側に塗装工場と組立工場が配置されている。ただしDQAM工場には自動車の原
材料である鋼板コイルをカットする設備がないため，新日鉄などの鉄鋼メーカーがカットした鋼板を
プレス工場に納入している。
　プレス工場には６本のプレスラインがある。そのうち自動車のサイドパネルやルーフなどの大きめ
の鋼板をプレスするプレス機が３台設置されていて，それぞれA01ライン，A02ライン，A03ライン
と呼ばれている。他の３本のプレスラインには小さめの鋼板をプレスする機械が設置してあり，それ
ぞれC01ライン，C02ライン，C03ラインと呼ばれている。プレス工場にはプレスライン以外に300ト
図１：DQAM工場平面概要図
出所）参与観察にもとづいて筆者が作成。
第３組立工場
第２組立工場
総合事務棟
第３プレス工場
第２プレス工場
第３塗装工場
第２塗装工場
第２ボディ工場
第３ボディ工場
樹脂工場
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ンと2400トンのトライプレス機がそれぞれ１台ずつ金型保全エリアの隣に設置されている。プレス機
はコマツ社製で，プレスラインのプレス機は順送４工程機械である。鉄鋼メーカーから納入された鋼
板はプレス工場の保管スペースで開梱して検品した後に，必要なものが必要な量だけ洗浄機で洗浄さ
れてプレスラインの隣の保管棚に置かれ，スタンバイする。段取時間のムダを省くため，プレス機の
稼働中に外段取りとして次の部品のプレスに必要な金型がプレス機の左右のどちらかの決めた場所に
置かれて段取り替えの準備が行われる。段取り替えする際にはプレス機の左右のドアを開いて使用済
みの金型と次に使う金型を同時に同じ方向にスライドさせ，使用済みの金型がプレス機から排出され
ると同時に次に使う金型がプレス機に装着されることになる。プレスした部品はライン作業員がアブ
ラ砥石を使って全品検査し，良品は専用の部品パレットに入れられ，品質検査員が再度詳しく検査す
る。プレスラインでライン作業員が不良品を見つけた場合にはラインストップしてグループリーダー
を呼んで不良の程度を確認し，直接に手直し工程に運んで修理するか，修理できないものは破棄する。
品質検査員が見つけた不良品も手直し工程に持っていき，不良品を廃棄するかどうかは手直し工程が
最終判断する。
　DQAM工場のボディ工場は第２工場と第３工場の溶接ラインを合併したものになっている。第２
工場向けのボディ工程にはボディライン（自動車のサイドパネルを溶接するライン），アンダーボディ
ライン，ボディ調整ライン，ドアライン，増打ちライン，グローバルボディライン，手直し場等があ
る。第３工場向けのボディ工程にはボディライン，アンダーボディライン，エンジンルームラインと
ボディ調整ラインがある。グローバルボディラインでの溶接は無人化されているため，部品の運搬や
溶接用に沢山のロボットが使われている。このボディ工場における溶接・組立工程は以下の流れになっ
ている。ボディを溶接する際に必要な部品はプレス工場から引き取られ，まずは自動車のフロア部分
がアンダーボディラインで溶接される。溶接されたアンダーボディはボディラインで溶接されたサイ
ドパネルとルーフと一緒にグローバルボディラインに運ばれていく。グローバルボディラインではア
ンダーボディとサイドパネルとルーフが溶接され，ホワイトボディの基本の形になっていく。グロー
図２：第２組立工場平面図
出所）参与観察にもとづいて筆者が作成。
検査
??????????
????
艤装１
ドア
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バルボディラインで溶接され組立てられた車体の溶接ロボットで溶接できない箇所については増打ラ
インで追加溶接がなされる。増打した車体にはドアラインで生産したドアが取り付けられ，次いでボ
ディ調整などをした後に品質検査が行われる。
　ボディ工場で組み立てられた車体は車種によって第２塗装工場か第３塗装工場に搬送される。第２
組立工場に隣接している第２塗装工場は主に高級乗用車の塗装を行い，第３組立工場に隣接している
第３塗装工場は主に普通乗用車とSUV車の塗装を行っている。塗装工場は電着塗装からクリア塗装ま
で計十数工程がある。また，塗装工場が使用している塗料は環境に配慮した水性塗料である。
　第２塗装工場で塗装した車体は第２組立工場に運ばれ，車体からドアが外された後に組立ラインに
運ばれていく。第２組立工場は２本のU字型ラインを連結したようなレイアウトである。艤装１ライ
ンの横にインパネ組立サブラインがあり，車体はまず艤装１ラインで艤装部品が取り付けられる。艤
装２ラインの隣にはドア組立サブラインがあり，艤装２ラインで車体にシートなどが取付けられた後
に，サブラインで組立てられたドアが車体に取り付けられる。艤装を終えた車体はファイナル１ライ
ンに流れていく。ファイナル１ラインの隣にエンジンとトランスミッションを組み付けるパワートレ
イン・サブラインがあり，サブラインで組み付けを終えたパワートレインはファイナル１ラインで車
体に取り付けられる。ファイナル１ラインの取り付けを終えた車体はファイナル２ラインに運ばれ，
ここでオイル類などが注入され，検査ラインでスピードテスト，ブレーキテスト，ヘッドライトテス
ト，シャワーテスト，外観検査等の検査や調整を行い，完成車置き場に運ばれていく。
　第３塗装工場で塗装された車体は第３組立工場に運ばれる。第３組立工場のレイアウトは第２組立
工場より複雑である。塗装された車体はドアを外し，艤装１ラインで艤装部品が取り付けられて，艤
装２ラインに運ばれていく。艤装２ラインの隣にインパネ組立サブラインとドア組立サブラインがあ
り，インパネは艤装２ラインで取り付ける。艤装が終了した車体はシャシー１ラインに運搬され，シャ
シー１ラインの横にエンジンとトランスミッションとフロントおよびリアサスペンションを組立てる
サブラインがあり，エンジンやリアサスペンションがシャシー１ラインで車体に取り付けられる。シャ
シー２ラインでタイヤを取り付けた後に，ファイナル１ラインの工程を終えて，ファイナル２ライン
で艤装２ラインの横にあるドア組立サブラインからドアが送られてきて取り付けられる。ファイナル
３ラインでオイル類などが注入されて，外観検査ラインに運ばれていく。外観検査が終わった完成車
は機能検査ラインでスピードテストなどの検査を受けて，問題が無ければ完成車置き場に運ばれてい
く。
　以上がDQAM工場の第２工場および第３工場における工程の流れである。
3．2　人材育成
　2002年のDQA社設立時の従業員総数はわずか800人ほどであったが，設立してからわずか８年後
の2010年には従業員総数は設立時の約15倍の12,000人にまで膨らんだ。従業員のほとんどは20歳前
後の自動車産業未経験の若者である。そのため，DQAM工場の稼働状況は特に深刻な状態になった。
DQAM工場は生産を維持するために，生産現場ではDQAM工場のマザー工場であるA社M工場（その
後，T工場に変更された）からチームリーダー・クラス，グループリーダー・クラスやエキスパート・
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クラスの日本人支援者を受け入れた。さらに，DQ社およびDQ社の関連企業も優秀な人材を数百人選
抜して，技能職は２週間から半年間，管理職は最長３年間，DQAM工場に出向させた。また，DQA
社が第１工場の優秀な経験者をDQAM工場のチームリーダーとして異動させ，第１工場の優秀なチー
ムリーダーをDQAM工場のグループリーダーとして異動させたケースもあった。ところが，DQAM
工場はこのような応急処置をとったのにも関わらず，必要最低限のチームリーダーとグループリー
ダーを確保できず，また当時はチーフリーダーと課長職に適切な現地従業員もいなかった。人材を育
成するためにDQAM工場は日本人支援者やA社本社の協力を得て，工場内にある教育施設やM工場に
あるグローバル生産推進センターや日本各地のA社の工場などで教育・訓練し，グループリーダー・
クラスを中心に人材育成を進めた。
　日本で教育・訓練を受けたグループリーダー及びチームリーダー級の準グループリーダー達は
DQAM工場に戻った後に，日本での教育・訓練の経験を生かしてチームメンバーの教育・訓練を行っ
ている。日本で教育・訓練を受けた従業員は教育・訓練を受ける前と比べると勤務態度や仕事に対す
る情熱が著しく向上している。DQAM工場の管理職層にも日本での教育・訓練プログラムが好評で
あり，教育・訓練の効果に大きな期待がよせられている。
　事務職には契約事務員と正社員が存在する。正規採用の新入事務職は３級スタッフで，日本語・英
語能力等の言語能力や仕事に対する勤務態度等によって最短で２年後に２級スタッフに昇任できる。
２級スタッフに任命されてから最短で２年後に昇級テストを受けることができ，昇任基準を満たした
人材がチームリーダー・クラスの１級スタッフに任命される。他方，契約事務員の契約は毎年更新さ
れる必要があるが，契約事務員のほとんどはすすんで契約を更新している。給与・賞与や福祉厚生等
の面では正社員に比べて劣るが，DQAM工場は国有企業と合弁企業の両面性を持ち，民間企業より
待遇がよく，安定して働けるからである。なお，DQAM工場には優秀な契約事務員を正社員に登用
する制度があるが，正社員に登用される契約事務員は稀である。
　生産現場においては，表１に示すように，DQAM工場はA社と似た職位等級制度を採用している。 
新入社員は1C級に位置づけられ，チームメンバー（TM）として1B級に昇進できる。また，1B級のチー
表１：生産職昇進評価表
職務 昇進資格
昇進条件
任命 比率 任命条件 現有資格
CL
4A
現在保有する
資格の実務経
験が１年以上
であること
１年以内に処
罰記録がない
こと
4B CLに任命 15％ 成績合格
GL
3A 15％
3B GLに任命 成績合格
TL
2A
2B TLに任命 成績合格
EX
1A
EXに任命
TM 1B 労働契約更新
1C
出所：筆者の調査により筆者作成
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ムメンバーは1Aに昇格し，サブリーダーの候補とも言えるエキスパート（EX）に格付けされる可能
性がある。1A級従業員はテストに合格すればチームリーダー（TL）の2B級に昇進できる。2B級の経
験を積んだ後のチームリーダーはグループリーダー（GL）の候補者である2A級に昇級でき，テスト
に合格すればグループリーダーの₃B級になる。同じグループリーダーでも₃Bと₃A級があり，₃B級か
ら₃A級に昇進できるのは₃B級グループリーダーのわずか15％程度でしかない。₃A級のグループリー
ダーはチーフリーダー（CL）の4B級に昇進できるが，昇進テストの合格率はわずか15％である。4B
級のチーフリーダーは4A級のチーフリーダーに昇進でき，4A級のチーフリーダーは課長クラスに昇
進する可能性がある。いずれの職位等級への昇進も２つの条件をクリアしなければならない。１つ目
は前職において１年以上の経験が必要だということであり，２つ目は１年以内に処罰記録がないこと
である。
　生産現場の職能養成については，DQAM工場は日本人支援者とA社本社の協力を得て，従業員の職
位等級に合わせた教育プランを実施している。教育には一般教育，TPS教育，技能研修，言語教育やリー
ダーシップ能力の研修など様々なプログラムが存在する。
　新入社員を対象にした一般教育においては，DQA社のエキスパート（EX）級従業員が講師として
講習を行う。講習期間はプレス工場および樹脂工場の従業員が約６週間で，溶接工場，塗装工場およ
び組立工場の従業員は９週間である。講習内容は入社手続き，会社規則，会社の福祉，会社概要，労
使関係，A社生産方式と人材育成，違反行為とセクシャルハラスメント，責任感，コミュニケーショ
ン能力，安全と健康教育，QC，創意工夫，自動車構造実習，工場実習，標準作業の遵守，言語教育
と自主企画などである。教育の目的は新入社員の社会的責任感，DQA社社員としての自覚と責任感
の育成，DQA社技能職員としての基本知識および能力の育成である。
　入社２年目の労働者は入社時と同じ講師のもとで約２日間の昇級研修を行う。研修の内容は社会人
意識，チームワーク，QC手法，創意工夫と過去１年の反省等である。研修の目的は職能確認および
必要な知識や技能等の習得と成長意識の喚起である。
　エキスパート（EX）級従業員の一般教育では全６回計11日の講義が行われる。研修の内容は人事
プレゼンテーション報告，課題設定型の問題解決，人間関係教育，勤務規則，TPS，A社式の仕事の
教え方（AJI：A社・ジョブ・インストラクション）とA社流コミュニケーションの取り方（ACS：A社・
コミュニケーション・システム）等がある。教育の目的はエキスパートとしての能力を習得すること
と観察能力・洞察力の育成である。
　新任チームリーダー（TL）にはグループリーダー（GL）もしくはグループリーダー経験者が講師
となって半日間の講習が行なわれる。講義の内容は職能研修，課題討論，心理的健康教育とACS等が
ある。講義の目的はチームリーダーの職能レベルを確認することやチームリーダー間の交流促進，チー
ムリーダーと上司の交流促進等である。
　新任グループリーダー（GL）の教育は２日間で行なわれる。教育の内容は職能研修，グループリー
ダーの業務内容，職場管理報告演習とロール・プレイングを通じた相談制度の習得である。教育の目
的はグループリーダーの職能および業務の研修とグループリーダーとしての必要な知識および技能の
習得である。
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　新任チーフリーダー（CL）研修も２日間で行なわれる。研修内容は職能研修，職場研修，チーム
メンバー育成計画立案，相談制度，職場管理報告演習，差別問題とA社・ビジネス・プラクティス（ABP）
などがある。研修の目的はチーフリーダーの職能研修とチーフリーダーとしての必要な知識および技
能の習得である。
　DQAM工場ではTPS（トヨタ生産システム）に関する専門の教育も行われている。1B・1Aチーム
メンバー級従業員に対してはTPS初級教育が行われる。TPS初級教育はTPSの基本理念と改善作業を
２日間で講義し，参加者はグループリーダーが決める。エキスパート級従業員とチームリーダーに
対してはTPS中級教育が行われるが，TPS中級教育はTPS初級教育を修了した技能職員のみが受ける
ことができ，１回の講習の定員は70人までと制限されている。講義の内容は初級より一歩踏み込んだ
TPSの基本理念と改善作業である。講義は２日間半の講習と，その後の４日間半をかけた職場実践が
ある。さらに，７日半の時間をかけて職場実践の結果を発表させ，その発表を踏まえて指導を行う。
TPS中級講習の目的は受講者が標準作業を理解し，改善方法を把握することにある。
　DQAM工場の従業員はこのようなOJTやOff-JT研修を受けて製造技術についてスキルアップしなが
らTPSの基本概念を理解し，こうした人事育成によって生産現場の管理組織が徐々に構築されてきた。
例えば，DQAM工場第３プレス工場では稼働時にA工場とB工場を合わせて約500名の従業員がいたが，
そのうち，課長２人（うち中国人１人［DQ社からの支援者］，日本人１人［M工場からの支援者］），
主任２人（うち中国人１人［DQ社からの支援者］，日本人１人［M工場からの支援者］）の他，チー
フリーダーが存在せず，グループリーダーが３人，チームリーダーが20数人しかいなかった。ところが，
2011年になると，課長２人（うち中国人１人［DQ社からの支援者］，日本人１人［T工場からの支援者］），
主任２人（うち中国人１人［DQ社からの支援者］，日本人１人［T工場からの支援者］），チーフリーダー
１人（DQAM工場が設立する際にグループリーダーとして第１工場から異動してきた従業員），₃A級
グループリーダー３人，₃B級グループリーダー 17人（うち女性２人［１人は品質管理グループリー
ダー，１人はブレス工場共産党支部責任者兼安全管理グループリーダー］）以外の職位別構成は，内
部養成された2A級準グループリーダー９人，2B級チームリーダー 15人（2A級チームリーダーはいな
い），1A級サブリーダー 38人，1A級エキスパート30人と一般技能員である1A級チームメンバー 95人
になった。
　前述のようにDQA社はA社とDQ社の合弁企業であり，A社はDQA社に対して経営権を部分的にし
か持っていない。特に人事に関する権限はDQ社が持っているため，従業員の採用や解雇等を行う際
の決定権限はDQ社にある。しかし，上記のように生産現場における従業員の教育についてはA社本
社で教育を受けたグループリーダー・準グループリーダーが大きな貢献をしており，またA社側の日
本人支援者の助言や評価が従業員の教育と昇進に関して重要な役割を演じている。このように製造部
門においてA社生産システムを推進するための人材育成にはA社が大きく関わっているのである。
3．3　トヨタ生産システム（TPS）の実践
　DQAM工場におけるTPSの推進，すなわちTPSに基づく工程改善には主にエンジニアによる改善と
従業員による改善がある。
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　エンジニアによるTPSの実践は工場建設準備段階から行われているが，エンジニアによる改善活動
は主に新しい生産ラインの設置や新設備の導入時に，「工程の流れ化」，ムダの排除，および生産効率
の向上のために行われている。エンジニアたちはTPSの基準に合わせて，DQAM工場に生産の流れを
作って，必要な機械や設備を設置し，工場の従業員と一緒にテスト生産を行う。テスト生産中に見つ
かった問題点を分析し，日本人支援者などと一緒に小規模なライン改造を行っている。
　後者の従業員による改善には日本人支援者が主導する改善と現地従業員による改善があるが，従業
員の自主的な改善は次項に譲って，以下では日本人支援者によるTPSに従った改善活動を説明してお
く。
　周知のように，TPSの基本はジャスト・イン・タイムと自働化である。ところが，DQAM工場の一
般従業員を対象とするTPSの推進に際して，まずは4S（整理，整頓，清潔，清掃）・見える化管理お
よび改善からスタートした。
　4S・見える化管理は比較的に実行しやすいものである。4S（整理，整頓，清潔，清掃）によって
問題を顕在化（見える化）することによって問題点を把握・確認して問題の解決・改善を行うことに
なる。また，改善を行うことによって作業の効率化や作業環境の改良等につながり，従業員のモチベー
ションを向上させ，仕事のやり甲斐を感じさせることもできる。このように，DQAM工場は従業員に
4S・見える化管理および改善の重要性を理解させた上で，ジャスト・イン・タイムと自働化を導入した。
　ジャスト・イン・タイムは簡単に言えば必要なものを必要な時に必要な量だけ生産し，運搬する
ことである。DQAM工場の場合は各生産ラインに生産管理部門につながるコンピュータを配置せず，
生産管理部門が毎日各工場にあるTPS推進室に生産計画を送信し，TPS推進室が生産計画に基づいて
各生産ラインの生産計画書やカンバン等の必要な資料を作成してラインに指示し，生産を行う。また，
各工場のTPS推進室は毎日の生産量，在庫量などを調査して，生産管理部門に報告する。
　言うまでもなく，カンバンはジャスト・イン・タイム生産に不可欠なツールである。DQAM工場
ではプレス工場，溶接工場が紙媒体のカンバンを多数使用しているが，組立工場では紙媒体のカンバ
ン以外に電光掲示板式のカンバンも利用している。特に，組立ラインは取り付け部品が欠品した際に
は電光掲示板式のカンバンを利用して物流チームに連絡し，物流チームが必要な部品を必要な工程に
配送する仕組みになっている。
　ジャスト・イン・タイム生産の条件となる工程での品質の作り込みのためには，製造ラインにおけ
る標準作業の徹底がはかられ，また製造ライン以外の従業員についても作業規則が定められ，規則に
従った作業の徹底が図られている。そのためにDQAM工場では製造（プレス・溶接・成型・組立），
品質検査，手直し，保全，物流などの工程毎にジャスト・イン・タイム生産に関する詳しいマニュア
ルが備えられている。この製造ラインの従業員が作業する際に使用しているマニュアルは日本人支援
者の指導のもとで日本人支援者とグループリーダーが共同で作成した標準作業書，作業要領書，標準
作業組合せ票，工程別能力表等である。さらに従業員がマニュアル通りに作業を行えるようにするた
めに，日本人支援者は各等級の従業員１人１人に合わせたOJTプログラムを考案し，従業員のトレー
ニングを行っている。
　不良品を後工程に流さないようにするためには，日本人支援者と現地従業員がDQAM工場の現状
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に合わせて内製部品を二重検査するようにした。まず，各工場の製品は各工場内の検品チームが品質
検査をし，不良品は手直しするかもしくは廃棄する。検品チームは一部の従業員を後工程に常駐させ，
良品はカンバンに従って後工程に流すのであるが，後工程の作業が始まる前に，常駐している前工程
の検品作業員が後工程の検品作業員と一緒に前工程から来た良品を再度抜き取り検品するようになっ
ている。なお，品質検査と手直し工程のためには限度見本（良品または不良品となる品質の限度を示
すサンプル）が置かれており，良品と不良品の識別や，不良品についての手直しと廃棄を判断する際
の重要な基準となっている。
　他方，DQAM工場における自働化の適用はアンドンからスタートした。ライン労働者は自働化の
原則に従って作業中に問題が発生すればラインを止め，ラインを止めた工程がアンドン上に表示され
る。日本の工場では，ラインを止めた工程にチームリーダーやグループリーダーが駆けつけ，問題を
確認して問題解決を図るのであるが，DQAM工場の稼働当初にはアンドンに表示された問題工程へ
の対応は主に日本人支援者が行ない，問題を解決していた。その後，現地従業員に対するOJTや技能
研修などの教育訓練が進められた結果，現地従業員が問題解決を行うようになってきた。
3．4　QCサークルと創意工夫提案制度
　DQAM工場はTPSの初期導入後，日本人支援者が原価低減と品質向上のために改善活動を進めたが，
現地従業員もQCサークルや創意工夫提案制度を通じて改善提案を行い，原価低減と品質向上に貢献
している。
　まず，DQAM工場はA社と同じようにQCサークルによる提案制度と従業員個人による創意工夫提
案制度を導入している。生産現場では各作業チームに１つ以上のQCサークルが組織され，それぞれ
の担当工程において４Sや見える化を徹底している。４Sや見える化によって自工程の問題を顕在化
させ，QCサークルが顕在化した問題を解決するために改善を行うのである。従業員個人による創意
工夫提案制度については，工場は従業員に対して毎月１件以上の改善提案を課しているが，改善提案
の対象は生産活動に関わるすべてのことである。
　いずれの場合も，改善提案は評価に応じて提案者に改善提案手当が支給されている。提案の評価基
準はQCサークル提案と個人提案で同じ基準が採用されている。提案の内容に対して現状分析，改善
方法や対策効果などの項目に評価点をつけ，総合点によって提案の等級を決定し提案手当が支給され
る。提案者（個人およびQCサークル）の提案はグループリーダーが審査し，価値の高い提案はチー
フリーダー・主任に推薦される。チーフリーダー・主任が提案に点数をつけて，点数の高い提案を課
長に推薦する。課長に推薦されない提案には提案賞として提案者・チームに最高20人民元の提案手当
が支給される。課長に推薦された提案は課長が点数をつけて，点数の高い提案を部長に推薦し，部長
に推薦できない提案には３等賞として点数に応じて提案者・チームに40人民元から80人民元の提案手
当が支給される。部長に推薦された提案は部長が再評価し，優れた提案を各工場長に推薦する。それ
以外の提案には２等賞として点数に応じて130人民元から230人民元の賞金が支給される。個人提案が
各工場長まで推薦されるようなケースは非常にまれだということであるが，工場長に推薦された提案
は工場長が再採点し，その中の優秀な提案がDQA社の総経理・副総経理に推薦される。総経理・副
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総経理に推薦されない提案は１等賞として330人民元から530人民元を支給される。総経理・副総経理
に推薦された提案は再評価され，優れた提案には特等賞として700人民元から2000人民元が支給され
る。特等賞を受賞した提案は１等賞を受賞した提案と合わせて年１回開催される全社のQCサークル
発表大会において発表される。
3．5　原価低減・品質向上活動
　前述のように，改善の目的は主に原価低減と品質向上であり，DQAM工場においてもこれらの改
善はA社と同様に職制や品質管理部門が中心となって推進している。
　DQAM工場において原価低減に最も有効な方法は在庫削減であった。DQAM工場は2005年から稼
働した工場であり，A社が本格的に中国進出した後に建設された工場である。このため，A社の多数
のサプライヤーがA社の中国進出とともに中国に進出し，DQAM工場に部品を供給している。また，
DQAM工場の建設地には港があり，交通アクセスが非常に便利な地域であり，F産業のような中国進
出に遅れたA社系のサプライヤーはDQAM工場の周囲に工場を建設している。こうしてDQAM工場は
日本人支援者，現地従業員とサプライヤー関係者の間の協力によって，部品の在庫削減を進めること
ができた。特に，自動車の原料である鋼板の在庫量はDQAM工場を立ち上げた当初の48時間分が８
時間分にまで削減され，組立工場の部品在庫も約８時間分から約４時間分まで削減されている。
　また，在庫削減と同時に作業の効率化が進められ，原価低減に貢献している。原価低減のための改
善活動はチームリーダーを中心とする改善チームが行なっている。DQAM工場は生産活動をマニュ
アル化しているが，作業効率の向上のために３カ月に１回は標準作業書等のマニュアルの見直しを行
うように指導している。このため，チームリーダーを中心とする改善チームはTPSの分析手法を活用
して作業方法や作業手順などを見直して改善を進め，作業マニュアルを改訂している。さらに，モデ
ルチェンジ時にはグループリーダーが中心となって生産ラインの見直しを行ない，工程改善を図って
いる。具体的にはグループリーダーが生産ラインのレイアウトを変更したり，作業工程を見直して，
立案書をまとめ，日本人支援者の協力と認可を得て，工程改善や作業改善を進めるのである。このよ
うな改善は組立工場やボディ工場で多く行われている。
　生産効率の向上のためには，不良品の発生率を抑え，製品の品質向上を図る改善活動も重要であ
る。DQAM工場は各工場に品質コーナーを設け，毎日の10時と15時に日本人支援者，チーフリーダー，
グループリーダーと一部のチームリーダーが品質コーナーに集まり，品質会議を行っている。品質会
議は日本人支援者と現地従業員が生産過程で発生している品質問題に対して話し合う場であり，日本
人支援者と現地従業員が協力して品質改善を行う仕組みになっている。特に，朝10時の品質会議では
前日の昼勤と夜勤の間に発生した問題が参加者に報告され，解決策が協議される重要な会議となって
いる。発生した問題によってはチームリーダーやグループリーダーが中心となってPDCAを回して問
題の解決策を探る。また，A社社内の横展開制度を利用して，A社グループの他工場の優秀な経験を
導入してDQAM工場の問題を解決することもある。さらに，A社本社の生産技術部門や機械・設備メー
カーのエンジニアと協力して，重大な品質問題を解決する場合もある。このように他工場や他部門の
経験・知恵を借りて解決できる問題もあれば，DQAM工場自身が解決しなければならない独自の問
－44－
韓　　　　　亮44
題もある。例えば，プレス工場の生産において直径２ミクロン以上のホコリやゴミによってブツと言
われる不良現象が起るが，その発生率は日本の工場では１％未満であるが，DQAM工場では50％以
上であることが判明した。その原因は環境問題にある。きれいに洗浄された金型でも風によって運ば
れたホコリやゴミ等が金型に付着し，ブツがある不良品が生産されることがある。この問題を解決す
るために，DQAM工場の日本人支援者と現地従業員は協力して水を垂らせる網戸のようなパネルを
数枚作り，そのパネルをプレス機の周りに設置して，水で風を洗うことによって空気を浄化し清潔な
製造環境を作った。
　DQAM工場は内製品の品質改善以外に，サプライヤーに対しても品質改善を求めている。DQAM
工場はサプライヤーが納品したすべての部品に対して抜き取り検品を行い，不良品が見つかった場合
は納品のロットを記録し，ラインに搬送する前に不良品が見つかったロットを全品チェックすると同
時に，DQAM工場の品質管理部門が不良品を生産したサプライヤーに発見した不良品について連絡
する。また，不良品かどうかが判断しづらい場合は日本人支援者とサプライヤーの協力を得て，サプ
ライヤーから限度見本を取り寄せて品質管理スタッフが最終判断をする。さらに，不良品が頻発した
り重要な不具合が見つかった場合には，工場はサプライヤーに品質不良連絡書を送るとともにグルー
プリーダー級のDQAM工場従業員をサプライヤーに出向させ，品質改善に協力する仕組みを作って
いる。
４．結びにかえて：DQAM工場の問題点
　DQA社はA社とDQ社の合資会社であり，A社とDQ社からの強力な援助を受けながら急速に成長し
ている。DQA社のメイン工場であるDQAM工場はA社の支援を受けて短時間でサプライチェーンを構
築し，トヨタ生産システムを導入し，生産管理組織を完成させ，従業員のスキルを急速に向上させ
た。また，A社からの支援の補完としてDQ社も積極的にDQAM工場のサプライチェーン構築に参画
し，さらにはグループ内の優秀な人材をDQAM工場に出向させたが，その結果としてDQAM工場で
は課長クラス以上の管理職のほとんどがDQ社グループから異動してきた従業員になっている。また，
DQAM工場はTPSを導入し，稼働してからわずか５年で平均可動率が95％以上に達した。生産現場は
QCサークル活動や改善提案が制度化・日常化され，DQAM工場の原価低減や品質向上に大きな成果
をあげた。
　しかし，DQAM工場の全体をみると，DQAM工場は依然として多くの問題を抱えている。まず，A
社の中国進出の遅れによりサプライヤーの現地工場の生産能力や品質に問題が残っているし，一部の
サプライヤーでは労使問題も表面化し，サプライヤーの従業員のストライキによってDQAM工場が
生産を停止せざるを得ないこともあった。
　次いでDQAM工場従業員のモチベーション低下という問題が存在している。本文で述べたように，
DQAM工場は現地において雇用を創出しなければならない。ところが，現地の出身者はライン労働
を敬遠しているため，出稼ぎ労働者を雇用しなければ従業員を確保できない状態が続いている。しか
も，現地の生活費は非常に高いため，賃金の低いライン労働者のモチベーションが低下している。また，
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管理職のほとんどがDQ社グループからの出向者であり，これが現地出身者の昇進にとって大きな障
壁になり，現地出身者のモチベーションを損なっている。さらに一般に，DQAM工場従業員のモチベー
ションは日中関係に左右されるという問題も存在する。生産に関しても，DQAM工場は平準化が徹
底できないといった問題や多能工の育成が困難であるといった解決すべき多くの問題を抱えている。
従業員のスキルは急速に向上しているが，経験や問題解決能力は未だ不十分であり，TPSに対する理
解を深めていく必要もある。
　現状においては就業規則や標準作業を無視する従業員の存在も問題である。DQAM工場はA社と同
じように各工場に従業員が通行できる歩道を設置し，歩道の危険箇所においては一時停止と指差し確
認が要求されている。しかし，一部の従業員はそれを無視し，安全ゾーン以外の所を通行したり，一
時停止や指差し確認をせずに歩行することが頻繁に発生している。管理職においても，組立工場でラ
インストップしてから10分以上経ってもグループリーダーが現場に到着しなかったという問題も発生
している。DQAM工場においても規則を遵守するという意識に欠けた従業員が存在し，安全および
生産能率の向上のためにDQAM工場は従業員・管理者のモラルアップをはかる必要がある。
　以上のDQAM工場におけるトヨタ生産システム（TPS）の推進状態を全体として見れば，TPSの導
入段階は完了したが，未だTPS推進の初期段階に留まっているというのが現状である。したがって
DQAM工場は競争力の強化のために，A社の協力と経験の積み重ねによって問題解決を図っていくの
と同時に，DQAM工場の問題解決能力，改善能力を高めるための人材育成，従業員のモラルアップ
を進めていく必要があると言える。
【参　考　文　献】
安保哲夫，板垣博，上山邦夫，河村哲二，公文溥（1991）『アメリカに生きる日本的生産システム－現地工場の「適用」と「適
応」』東洋経済新報社
石田光男，藤村博之，久本憲夫，松村文人（1997）『日本のリーン生産方式：自動車企業の事例』中央経済社
伊原亮司（2003）『トヨタの労働現場：ダイナミズムとコンテクスト』桜井書店
大野耐一（1978）『トヨタ生産方式：脱規模の経営をめざして』ダイヤモンド社
大野威（2003）『リーン生産方式の労働：自動車工場の参与観察にもとづいて』御茶の水書房
小池和男，中馬宏之，太田聰一（2001）『もの造りの技能：自動車産業の職場で』東洋経済新報社
佐藤光俊（2011）『トヨタ生産方式』扶桑社
野村正實（1993）『トヨティズム：日本型生産システムの成熟と変容』ミネルヴァ書房
任吉（2004）「天津一汽における人的資源管理の現状と課題」『岡山大学経済学会雑誌』第36巻第２号，pp. 49⊖69
韓亮・清水耕一（2012）「一汽轎車におけるトヨタ生産方式による改善活動」『岡山大学経済学会雑誌』第44巻第３号，
pp. 73⊖91
丸山恵也（2001）『中国自動車産業の発展と技術移転』つげ書房新社
李春利（1996）「中国におけるトヨタ生産方式導入の源流」『経営史学』（京大学経営史学会）第31巻第２号， pp. 31⊖64
全国政協文史和学習委員会編（2007）『一汽創建発展歴程』中国文史出版社
中国汽車工業史編審委員会編（1996）『中国汽車工業史』人民交通出版社
中国軽型汽車工業史編委会（1995）『中国軽型汽車工業史』機械工業出版社
Boyer, R., Freyssenet, M. （2002） The Productive Models: The Conditions of Profitability, Palgrave Macmillan, Houndmills, UK.
Boyer, R., Charron, E., Jürgens, U., Tolliday, S. ed. （1998） Between Imitation and Innovation: The Transfer and Hybridization of 
Productive Models in the International Automobile Industry, Oxford University Press, New York.
Freyssenet, M., Mair, A., Shimizu, K., Volpato, G. ed. （1998） One Best Way? Trajectories and Industrial Models of the World’s 
Automobile Producers, Oxford University Press, New York.
－46－
韓　　　　　亮46
Implementation of the Toyota Production System
at a Japan-China Joint-Venture, DQAM, in China
Liang Han
Abstract
　The main purpose of this paper is to show how the Toyota Production System （TPS） has been implemented 
at a Japan-China joint-venture, DQA, which was founded by a Chinese representative carmaker group DQ 
and a Japanese representative carmaker A. In order to elucidate the real feature of the TPS implemented in car 
assembly plants in China, the author carried out participant observation in one of the plants of DQA, called in 
this paper DQAM. As a result of the research, this paper explains the similarity and differences of the human 
resource management at DQAM compared with that of A, its practices of TPS such as Kaizen activities made 
by engineering staff as well as QC circles, and through the suggestion system in order to improve quality and to 
reduce production cost.  This paper also indicates difﬁculties for the joint-venture to further develop and deepen 
the implementation of the TPS, difﬁculties stemming from Chinese workers behaviors. 
